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～地域経済循環の観点から～

第15回気候変動適応中部広域協議会



【脱炭素先行地域からのインプリケーション】

Section 1
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地域脱炭素ロードマップ（2020）

（出所）環境省「脱炭素先行地域づくりガイドブック（第3版）
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①脱炭素先行地域（全国40道府県119市町村の90提案 令和7年9月現在）

（出所）環境省 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/#about
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②重点対策加速化事業

（出所）環境省 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/measures/
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③進捗状況～脱炭素先行地域フォローアップ（令和６年度）より～

（出所）環境省 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/followup-kekka-202508.pdf
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内発性の弱体化、合意形成プロセスの遅延が事業計画・スキーム
を不透明化させ、資金調達へも影響（ボトルネック化）

住民との協働を前提としたプロジェクトでの進捗の遅れ（地域資源を域
外資本に収奪されることや乱開発リスクへの懸念、PPA等の事業スキ
ームに関する理解度等）

再エネの量追求と先進性・モデル性のバランス

脱炭素先行地域の選定・フォローアップから見えてきた課題

総合的な便益と個別プロジェクトの採算性の混同

産業部門の取り組みとのシナジー

「地域への裨益」をより明確に示していく必要性！

成熟度の高い技術の実装が中心



【地域経済循環からみる脱炭素化の意味】

Section 2
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地域経済循環の捉え方

（出所）(株)価値総合研究所「地域経済循環分析の手法と実践」



着眼点
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「生産・販売（所得の向上）」、「分配（家計、企業の所得の受け取り）」、「支出（消費や投資等）」
の三面からみた所得の循環と地域内外の流出入の把握

１．生産・販売→分配過程での所得の流出入

→勤務地、居住地の違いによる雇用者所得の流出入
財政移転（補助金、交付金）や企業所得の流出入（ロイヤリティ、配当等）

２．消費の流出入

→日常の買い物、非日常の観光による流出入

３．設備投資の流出入

→ 地域内の企業が地域外に投資（流出）、地域外企業が地域内に投資（流入）

４．経常収支の流出入

→ 地域で生産された財・サービスが地域外に移出（所得の流入）、他地域で生産された
財・サービスが地域内に移入（所得の流出）

地域内外から所得を得る（稼ぐ力の向上）と得た所得の地域内で循環させる構造の構築
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生産・販売

分配

所得

稼ぐ力の強化
（生産性向上）

所得移転・財産所得等

消費
（買い物、観光等）

設備投資等地域外への販売

所得

所得

所得

所得

所得

所得所得

比較優位な産業への特化／クラスター形成！

中核産業を中心に地域資源（企業、人材、資金
等）を活用！

支出



様々なパターン
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（出所）(株)価値総合研究所「地域を強く。地域経済の分析セミナー」



豊田市の所得循環構造
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競争力の高い産業（第1次、2次産業）
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輸送用機械が労働生産性、付加価値シェアの両面で全国平均を上回る（絶対優位）



クラスター化による資金循環
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輸送用機械を中心に、環境技
術を有する製造業が競争力を
持ち、かつ得意な産業であり、
これを中心にクラスターが形成
されている。



青森県の所得循環構造
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（出所）環境省「地域経済循環分析」 https://chiikijunkan.env.go.jp/manabu/bunseki/



①地域の稼ぐ力は？
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青森県の第1次、第2次産業で、労働生産性と付加価値構成の両方が全国平均を上回るのは、農
業、パルプ・紙・紙加工品、化学、鉄鋼、非鉄金属（絶対優位）



②地域の得意な産業は？
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青森県が全国と比較して得意とする産業は、農業、非鉄金属、水産業、公務、パルプ・紙・紙加工
品、教育等（比較優位）



③他地域から稼いでくる産業は？
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青森県において域外から所得を獲得している産業は、非鉄金属、農業、小売業、保健衛生・社会
事業、運輸・郵便業、教育等である。



④地域の核となる産業は？
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⑤住民の生活を支えている産業は？
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青森県において雇用者所得が大きい産業は、保健衛生・社会事業が4,037億円と最大であり、こ
れに建設業、小売業、専門・科学技術、業務支援サービス、公務が続く。



生産面から見える青森県の特徴
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Q1.エンジンは何か（③、②）？

 農業（リンゴ、ニンニク、長芋等）

 非鉄金属

外貨の獲得 波及 所得を通じた地域還元

Q２.エンジンが地域の関連産業や住民にお金を回せているか（①、④）？

 両者とも地域経済のハブとして他産業とも密接にリンクして機能。

 農業は地域内自給率が高く、地域に所得が残りやすい。地域の肥料・農薬、農機
具、燃料、段ボール、ITシステムなど周辺産業をけん引。非鉄金属は地域外への
流出も大きいが、地域内の関連産業を回す力が強い。

Q３.課題は？

 コア産業をレバレッジ（てこ）にして、いかに他産業を引っ張り、所得を増やすか

 コア産業が稼ぎ出した所得はどこで流出しているのか



コア産業をレバレッジに他産業をいかに引っ張るか
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農業を中心とする取引構造。パルプ・紙・加工品、小売業、運輸・郵便業などが農業需要を域内生
産で賄っている。

https://appcycle.jp/ringotex-variation/例えば・・・

https://appcycle.jp/ringotex-variation/
https://appcycle.jp/ringotex-variation/
https://appcycle.jp/ringotex-variation/


所得の流出をいかに抑えるか
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（出所）環境省「地域経済循環分析」 https://chiikijunkan.env.go.jp/manabu/bunseki/



焦眉の急は「エネルギー代流出の抑制」だが、自分事化のためには？
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・自然資源が豊富
・エネルギー代金の
流出

生産・販売

エネルギー収支赤
字

支出

投資の流出

・所得水準が高い

分配

・所得水準が高い

分配

・自然資源が豊富
・再エネ関連産業の
集積

生産・販売

エネルギー収支改
善

支出

投資の流入

・再エネ投資
・関連産業集積
・利用産業の誘致

脱炭素化



【脱炭素化を事業機会に】

Section 3
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キーワードは「リスクと機会」

（
環
境
へ
の
影
響
）

＋

－ 環境負荷等の低減

環境価値の創造

＝社会や顧客の環境負荷低減

＝自社の環境負荷低減
リスク

機 会

t

（出所）吉田全男「環境格付の視点」
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 規制強化への備え（カーボンプライシングによるコスト増等）

「リスク」の視点

 日々のオペレーションに隠れている「意図せざる環境経営」の把握
（「サチらない」効果の把握と見せ方の工夫）

 サプライチェーン管理強化に伴うリスクへの備え

 人材確保／事業承継への備え（ミレニアム世代の嗜好）

 省エネ（エネルギーコスト削減）の徹底とその見える化

 EMS（中小企業版）の活用したPDCA
 省エネコンサルを活用したポテンシャルの見出し
 コスト削減効果と並んで、CO2削減効果の「見える化」etc.

 適正な生産管理（SCM、在庫管理等）
 働き方改革に対応した営業業務・管理業務の効率化
 物流事故の減少 etc.
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 脱炭素のプロセスを身近な問題として理解する

 地域脱炭素ロードマップと自社事業との関連の把握

 脱炭素ドミノに向けた5年間の集中期間に出来ることは？

 プラットフォームへの参画と主導

「機会」の視点

 脱炭素社会転換に向けた膨大な投資がどこに向かうかの把握。
それを取引先／地域経済の仕事にするには（トランジションの視点）？

 サプライチェーン管理が強化されるなかで、取引先が 「選ばれる」企業
になるには？

政策との連携が奏功する領域
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意図せざるESG経営の気づき：「長野県SDGs推進企業登録制度」

 ESG投資の主流化などを踏まえ、社会課題の解決と経営戦略の同期が重要であり、
そのツールとしてSDGsを共通言語化してビジネス視点で活用できないかという県
の課題認識

 自社の企業活動を整理して、SDGsと紐づけることで「気付き」を促し、これを具体
的なアクションにつなげることで、PR強化、ビジネスチャンスの拡大につなげる

 エントリー
①経営方針や「環境・社会・経済」の重点的な取り組みを目標設
定して宣言（要件１）
②SDGsの17ゴール・169ターゲットと紐づけた42の具体的な項
目を提示し、取り組みを記載（セルフチェック）（要件２）
 登録料は無料（3年更新制）
 年1回以上の進捗報告が必要（HP）

（出所） https://nagano-sdgs.com/

第1期～18期累計登録者 2,153



長野県SDGs推進企業情報サイトより
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https://nagano-sdgs.com/interview/402

【株式会社アルスター】
創 業：1972年
事業内容：官公庁等の一般情報システムの設計・施工・保守、管工事の設計・施工・保守 他
資本金：4000万円
従業員：300名 https://www.alstar.co.jp/?page_id=79

国内インフラがある程度行き渡っている現在、中長期的にみると業界の発注量は減少する見込でしたの
で、新しいビジネスの柱を創出する必要がありました。私は事業を考えるにあたり、SDGsを起点にし
たビジネスをしたいと思っていました。世界共通の「ものさし」ですから、SDGsの理念に沿うことで
社会にも求められるビジネスが展開できるだろう、と。

当社の得意分野は情報通信設備の施工です。まったく畑違いのことをイチからはじめるよりも、これ
までの経験が活かせる事業を開発したいと思い、見出したのが「IoT」です。当社の強みを生かしつ
つ、従業員にとっても親しみのある分野だと考えました。

食品等事業者を対象に「HACCP（ハサップ）」に準じた食品管理が義務化され、業務用冷蔵・冷凍庫の
温度管理などが厳しく求められるようになりました。食品卸売業のお客様は、「冷蔵・冷凍庫が開きっぱ
なしになっていないか」と休日も見回るなど、社員にとっては大きな負荷がかかっていましたので、この
課題を解決するために、新設のIoT事業で“温度センサーを活用したサービス”の提供を始めました。

当社はSDGsを起点にして新たなビジネスを立ち上げましたが、同じようにSDGsの観点で地域を眺め
ると、いたるところに大なり小なりの課題が見えてきます。IoTを提供することで、そうした課題に取
り組まれている事業者さんと一緒に解決していけるような取り組みを増やしていきたいですね。



GX2040ビジョン（脱炭素成長型経済構造移行推進戦略）

（出所）経済産業省
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PPAの進化（余剰電力循環スキーム）

（出所）環境省 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/min_action_award/files/winners_r04_11.pdf

小売や物流施設などの屋根を活用したオンサイトPPAによる自家消費型太陽光事業を独自のAI予測技術
を用いたデジタルプラットフォームで一括管理。施設で消費しきれない余った 電力を他電力利用者への供
給や蓄電池に融通するなど「再エネの余剰電力循環モデル」を開始（2022年8月18日時点で全国396施設
・82,670kW ）。このモデルにより、電力使用量 が少なく屋根の一部分しか太陽光パネルを設置できなかっ

た施設（ホームセンター、物流施設等）でも、最大限に設置する事が可能になった。自然を傷つけずに再エ
ネの地域循環や 利用率の最大化を推進。
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地域中核企業と仕入れ先連携によるCO2削減（福井銀行）
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福井銀行の支援により、地域中核企業である福井鋲螺（自動車部品製造等）が、仕入れ先企業２社と共同
でCO2を削減する事業を実施（環境省SHIFT補助金を活用）。自社の取組を仕入れ先に共有・実行するこ
とでスコープ３先進モデルに選定された。

福井鋲螺
（中核企業）

石川メッキ
工業

（仕入れ先）

ワイヤーテ
クノ

（仕入れ先）

省エネ指導、自社
取り組みの共有

算定結果の共有 福井銀行

環境省

バックアップ

省エネ設備への
補助金
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もう一つの観点：ESG地域金融の活用

(出所）環境省 https://www.env.go.jp/content/000212808.pdf



【北海道】
・北海道銀行（2020）
・北洋銀行(2021)

【新潟県】
・第四北越銀行
（2021,2022）

【富山県】
・北陸銀行
（2020）

【福岡県】
・福岡銀行（2019）
・西日本シティ銀行（2019）
・福岡ひびき信用金庫（2021,2022
）

【沖縄県】
・琉球銀行（2023）

【岡山県】
・玉島信用金庫（2021）

【愛媛県】
・伊予銀行（2022）
・愛媛銀行（
2020,2021,2022）

【大阪府】
・大阪信用金庫（2019）

【鳥取県】
・米子信用金庫（2021）

【鹿児島県】
・鹿児島銀行（2019,2023）

【京都府】
・京都信金（2020）
・京都銀行（2021）

【奈良県】
・奈良中央信金（2020）

【滋賀県】
・滋賀銀行
（2019）

【兵庫県】
・みなと銀行（2019）
・尼崎信用金庫（
2022,2023）

【広島県】
・広島銀行(2019, 2021, 
2023）

【秋田県】
・北都銀行（2021）
・秋田県信用組合（
2023）

【静岡県】
・静岡銀行(2022,2023)
・浜松いわた信金（2020）

【山梨県】
・山梨中央銀行（2020）

【長野県】
・八十二銀行（2021）

【栃木県】
・栃木銀行（2019、2020,2021）

【千葉県】
・千葉銀行(2021,2022)

【東京都】
・きらぼし銀行（2020） 
・SMTB（2022）

【愛知県】
・碧南信用金庫（2022）

【岩手県】
・岩手銀行（2020）

【群馬県】
・群馬銀行（2022）
・東和銀行（2019、2020）

【宮城県】
・七十七銀行（2023）

【福井県】
・福井銀行／福邦銀行
（2023）

：ESG地域金融セミナー（全国キャラバン）及び
ESG金融／SDGsビジネスセミナー

ESG地域金融促進事業の実績（2019-2023年度）

（出所）環境省資料を基に作成
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いくつかの共通要素

 「地域資源」の特定とその活用策の模索

 2050年カーボンニュートラルなどGXの進展に伴う地域
経済のトランジションの検討

 第6次環境基本計画を踏まえた「統合的アプローチ」
の強化



金融機関との協働（湖南市＋滋賀銀行）

湖南市の共同提案者である滋賀銀行が、令和5年度に太陽光発電を設置する新築・
増改築を対象に金利や保証料を引き下げる住宅ローンメニューを創出。

（出所）環境省「令和５年度脱炭素先行地域フォローアップの結果について」
https://www.env.go.jp/content/000256903.pdf
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広島銀行の取組（気候変動から地域産業への接続） ①

(出所）ESG地域金融実践ガイド2.2事例集 https://www.env.go.jp/press/press_01375.html
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鋳造工程の移行→電炉化の代替策としてバイオマス燃料に着目→地域の資源賦存量分析により
牡蠣筏に着目→サプライチェーン構築の検討へ

(出所）ESG地域金融実践ガイド3.0事例集 https://www.env.go.jp/content/000212810.pdf

広島銀行の取組（気候変動から地域産業への接続） ②
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地域金融への信頼感に基づく合意形成（鳥取県米子市、境港）

（出所）環境省 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/followup-kekka-202508.pdf



自治体との連携例 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」
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（出所）環境省「地域脱炭素政策の今後の在り方に関する検討会（第5回） 京都府資料
https://www.env.go.jp/council/regional_decarbonization_00005.html
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（出所）環境省「地域脱炭素政策の今後の在り方に関する検討会」取りまとめ https://www.env.go.jp/page_01637.html

地域脱炭素2.0（ロードマップ見直し）



適応の視点を組み込む契機としてのネイチャーファイナンス
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（出所）環境省「ネイチャーポジティブ移行戦略ロードマップhttps://www.env.go.jp/content/000333089.pdf



ご静聴ありがとうございました
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